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1.皆様の価格転嫁を後押しします！

昨今の長引く物価高や米国関税措置等により、県内中小・小規模事業者様を取り巻く事業環
境は一層、厳しさを増しています。そうした中、「価格転嫁」は重要なテーマであり、全ての事業
者様において待ったなしで取り組むべき課題と認識しています。

そのため県では、 「価格転嫁と賃上げを促し地域経済の活性化に取り組む共同宣言」、「価格
転嫁促進アクション」等により、中小・小規模事業者様の価格転嫁をご支援してまいりました。一
方、ご支援の中では、例えば、根拠ある交渉資料の作成方法が分からない、交渉の仕方が分か
らないなど、事業者様が解決しなければならない課題も多く見えてきました。
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こうした課題を踏まえ、より多くの中小・小規模事業者様が価格
転嫁を実現するためには、価格転嫁に成功した事業者様が直
面した課題や、その解決方法、更には課題解決に当たり活用し
た支援策について、広く事業者様に知っていただくことが重要と
考え、県ではこの度、「価格転嫁 成功事例集1.0 ～長野県内で
の一層の価格転嫁促進に向けて～」を策定いたしました。

県といたしましては、今後も引き続き、長野県よろず支援拠点
や地域金融機関、支援機関の皆様と連携して価格転嫁のご相
談に応じるとともに、専門家派遣等の支援施策を講じ、皆様の価
格転嫁に向けた取組をより強力に後押ししてまいります。

本成功事例集が皆様の取組の一助となれば幸いです。



2.価格転嫁成功事例

■事例から見る成功のポイント

（１）自動車部品製造業での価格転嫁成功事例（製造業：自動車部品）

（２）住宅建築業での価格転嫁成功事例（建設業：住宅建築）

（３）アパレル向け資材製造業での価格転嫁成功事例（製造業：資材）

（４）管理会計による売上目標管理と価格転嫁交渉による売上拡大（製造業：FA装置等）

（５）長年培ってきた「強み」を訴求し単価２倍（100%up）に成功（製造業：計測機器部品）

（６）金属製品塗装業における価格転嫁支援事例（製造業：金属製品塗装）

（７）組織全体で価格転嫁に取組み利益率が改善（印刷）

（８）下請法に守られていることを知り、自信を持って交渉（製造業：オーディオ部品）

（９）原価管理を徹底し、単価200%に成功（製造業：自動車部品等塗装）
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【事例から見る成功のポイント】

① 経営者、従業員が価格転嫁の必要性を認識し全社的に取り組む

② 取引先の権限を持つ方（経営層、購買部長等）へ直接交渉する。

また、正式文書として通知する

③ 提示した価格の根拠を数値で示す（例：自社仕入価格上昇率、最低賃
金上昇率等を活用した算出）

④ 自社の強みや他社との差別化要素を認識し、勇気・自信をもって交渉
に臨む。また、最後まで諦めずに交渉する

⑤ 価格転嫁に関する法制度や国の交渉ツールを積極的に活用する
（下請代金支払遅延等防止法、パートナーシップ構築宣言、労務費の適切
な転嫁のための価格交渉に関する指針 等）

⑥ 長野県よろず支援拠点等の支援機関を積極的に活用する
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2.価格転嫁成功事例

（１）自動車部品製造業での価格転嫁成功事例

【企業概要】

• 同社は、自動車部品の製造業であり、従業員は20名。売上高の７割を占める取引
先X社からの受注単価（部材支給）が10年以上据え置かれており、労務費やエネ
ルギー費用の上昇分の価格転嫁が出来ておらず、３期連続して営業赤字だった。

【支援内容と取組】

同社は、金融機関を通じ長野県よろず支援拠点に相談し、価格交渉の手法を習得。
具体的な取組は以下の通り。

➢ 経営者自らが取引先の経営者に対し、自社の決算書を持参して説明

➢ 値上げの根拠となるエビデンス資料を作成し、交渉時に提示

➢ 「赤字となる部品受注は避けたい」という強い意志のもと、何度も粘り強く交渉を
継続

【成果】

• 部品ごとに異なるものの、1〜6割の値上げに成功し、数期ぶりに黒字転換。

• 自社の強みや他社との差別化・優位性を再認識する機会にもなった。
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製造業

＜自動車部品＞

ポイント

①経営者が価格転
嫁の重要性を認識

②取引先の権限を
持つ者へ直接交渉

③価格の根拠を数
値で示す

④勇気を持って諦め
ずに交渉する

⑥支援機関を積極
的に活用する



（２）住宅建築業での価格転嫁成功事例

【企業概要】

• 同社は、住宅関連工事を手がける建設業者で、従業員数は8名。売上の約5割を
占める住宅メーカーとの取引において、請負単価は同社ではなく取引先が決定して
おり、資材価格や人工単価の高騰が反映されていなかった。その結果、数年間に
わたり「赤字工事」が常態化していた。

【支援内容と取組】

• 同社は金融機関を通じ長野県よろず支援拠点に相談。以下の交渉手法を習得

➢ 交渉に必要な資料の作成方法

➢ 誰と交渉すべきか（価格決定権を持つ相手の特定）

• また、助言に基づき、以下のエビデンス資料を準備

➢ 資材価格：仕入先からの見積書（販売単価記載）

➢ 労務費：長野県の最低賃金上昇額などの公的データ

• 交渉では、価格決定権を持つ住宅メーカーの部門責任者に直接アポイントを取り、
準備した資料をもとに、勇気を持って粘り強く交渉を重ねた。

【成果】

• 資材価格および労務費の上昇分を反映した人工単価の値上げに成功。これにより、
赤字工事から脱却し、採算が取れる体制を確立することができた。

7

2.価格転嫁成功事例

建設業

ポイント

②取引先の権限を
持つ者へ直接交渉

③価格の根拠を数
値で示す

④勇気を持って諦め
ずに交渉する

⑥支援機関を積極
的に活用する

＜住宅建築＞



（３）アパレル向け資材製造業での価格転嫁成功事例

【企業概要】

• 同社は、アパレルメーカー向けに材料供給を行う資材メーカーで、従業員数は50名。
円安や原材料価格の高騰により製造コストが上昇する一方で、価格転嫁が進まず、
収益率が低下していた。

【支援内容と取組】

• 同社は金融機関を通じ長野県よろず支援拠点に相談。以下の取組を実施

➢ 材料費、人件費など各製造原価をもとに原価計算を行い、製造コストを「見える化」

➢ 適正価格の把握により、利益確保のための価格設定を可能に

➢ 販売先ごとの販売価格・数量・製造コスト・利益が一目で分かる一覧表を作成

・ 担当者と経営者が以下の点について協議

➢ 優先的に交渉すべき取引先の選定

➢ 交渉上の課題（ネック）の整理

➢ 取引先の反応を想定した交渉方法と想定問答の準備

• これらの準備を経て、経営者と営業担当者が一丸となって交渉に臨む体制を構築。

【成果】

・ 特に数量が多く、採算性の低い取引先から優先的に交渉を行い、価格転嫁に成功。
これにより、全社的な収益改善につながった。 8

製造業

2.価格転嫁成功事例

＜材料製造＞

ポイント

①経営者、従業員
が価格転嫁の重要
性を認識し、全社的
に取り組む

③価格の根拠を数
値で示す

⑥支援機関を積極
的に活用する



（４）管理会計による売上目標管理と価格転嫁交渉による売上拡大

【企業概要】

• 同社は、FA装置等の設計から実装まで対応する製造業。売上が減少傾向である
中、収益力向上を目指し、大手企業との取引も視野に、価格交渉体制や取引の
進め方を確立したいと考えていた。また、新たな販路の開拓手法も学びたいと考
えていた。

【支援内容と取組】

・ 同社は長野県よろず支援拠点に相談し、以下の助言と取組を実施。

➢ 材料コストの上昇を踏まえ、見積書の有効期限を「1ヶ月」とするよう助言を受け、
新たな見積時に価格交渉を実施

➢ 新規販路開拓については、自社周辺からスタートし、経験を積んだ後に都市部の
展示会へ出展する方針を採用

➢ 小規模事業者持続化補助金や県の助成金などの活用についても助言を受け、資
金面の支援を検討

【成果】

• 既存顧客から一定の理解を得て、売上・利益ともに上昇。

• 今後は、ロボット製作を進めて展示会へ出展する計画を立てており、低価格競争
を回避するために、自社の強みであるロボット制御等の提案に注力する方針を立
てた。
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製造業

2.価格転嫁成功事例

＜FA装置等＞

ポイント

④自社の強みなどを
認識して交渉に臨む

⑥支援機関を積極
的に活用する



（５）長年培ってきた「強み」を訴求し単価２倍（100%up）に成功

【企業概要】

• 同社は、大手計測機器メーカー向け部品の加工を行う企業。部品の最終工程を
担うことから、不良品が出ないよう細心の注意を払って加工するとともに、顧客の
要望に応じて、専用の加工機や加工用治具の導入を進めてきた。その結果、顧
客から高い信頼を得て、当該メーカーの複数の工場から発注が来るようになって
いる。
物価高騰下でも収益性を確保するため、同社は受注単価を２倍にしたいと要望。
一方、単価設定の根拠を求められ、回答に苦慮していた。

【支援内容と取組】

• 同社は連携する専門家に相談し、以下の取り組みを実施。

➢ 前回の価格改定（5年前）と直近の決算書を比較

➢ 「売上に占める労務費の割合」と「社内の労務費上昇率」を算出

➢ これらの積（ 「労務費指針」に記載された算出方法）をもとに、2倍の単価が妥当で
ある根拠を導く

➢ 交渉時には、同社が長年培ってきたオーダーメイド対応力や、顧客の要望に柔軟
に応える姿勢を訴求。加えて、今後も顧客の信頼に応え続ける意向を明確に伝え
た。

【成果】

• 交渉の結果、顧客の全ての工場から受注単価を約2倍とすることで了承を得た。 10

製造業

2.価格転嫁成功事例

＜計測機器部品製造＞

ポイント

③価格の根拠を数
値で示す

④自社の強みなどを
認識して交渉に臨む

⑤国の法制度等を
積極的に活用

⑥支援機関を積極
的に活用する



（６）金属製品塗装業における価格転嫁支援事例

【企業概要】

• 同社は金属製品塗装業であり、従業員は12名。「早く、安く、丁寧」が強み（社長談）
で、営業活動をほとんど行わずとも、一定の受注量は確保出来ていた。その一方で
利益率は低く、常に資金繰りに不安を抱えていた。

【支援内容と取組】

• 同社は長野県よろず支援拠点に相談し、価格交渉に関する助言を受けた。助言に
基づき、以下のような行動につながった。

➢ 価格交渉に必要な根拠資料の作成が悩むことなくスムーズに行えた

➢ すぐに取引先への値上げ交渉を開始

➢ 社長が高齢かつ現場作業を担っているため、後継予定者である息子も交渉に参加

➢ 交渉時には、よろず支援拠点や金融機関からの助言を受けながら資料を作成してい
ることを取引先に伝え、資料の信頼性を高めた

【取組結果】

• 取引先5社のうち4社との交渉に成功し、値上げを実現。中には受注単価が3倍に
なった製品もあり、収益改善に大きく貢献した。
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製造業

2.価格転嫁成功事例

＜金属製品塗装＞

ポイント

①経営者が価格転
嫁の重要性を認識し、
全社的に取り組む

③価格の根拠を数
値で示す

⑥支援機関を積極
的に活用する



（７）組織全体で価格転嫁に取組み利益率が改善

【企業概要】

• 同社は印刷業であり、従業員は25名。社長自身は価格転嫁の必要性を認識して
いたが、営業部門社員への徹底（浸透）不十分であり、紙代の値上がりに価格転
嫁が追い付いていなかった。

【支援内容と取組】

• 金融機関を通じて長野県よろず支援拠点に相談し、以下の支援を受けた

➢ コーディネーターによるセミナー形式の面談を実施

➢ 社長だけでなく営業部門の社員全員が参加するセミナー形式の面談を実施

➢ 「紙代が上がっている」という漠然とした理由ではなく、材料費や労務費の上昇率
を踏まえ、具体的な価格転嫁目標（何％値上げすべきか）を明示

➢ 営業部門社員への理解と意識の徹底を図った

【成果】

• 営業部門社員の価格転嫁に対する意識改革が進み、ほぼすべての取引先で5〜
20％程度の値上げを実現。

• その結果、粗利益率が改善し、紙代および人件費の上昇分を概ね吸収することが
できた。
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印刷業

2.価格転嫁成功事例

ポイント

①経営者、従業員
が価格転嫁の重要
性を認識し、全社的
に取り組む

③価格の根拠を数
値で示す

⑥支援機関を積極
的に活用する



（８）下請法に守られていることを知り、自信を持って交渉

【企業概要】

• 同社は、従業員20名以下のオーディオ関連の部品製造を請け負っている企業。
2017年まで厳しいコストカットの要求があり対応してきた。その後、コストカットの要
求はないものの、物価高、賃金引上げがあり厳しいため価格交渉を依頼したが応
じてもらえず、どうしたらよいか悩んでいた。

【支援内容と取組】

• 同社は「価格転嫁交渉サポートセミナー」（講師：長野県よろず支援拠点コーディ
ネーター）に参加し、価格転嫁交渉におけるポイントを学習。その上で、以下のよう
に取り組んだ。

➢ 数値的根拠を示したうえで交渉

➢ 売上金額と経費を細かく計算し、価格転嫁の根拠資料を作成

➢ 自社が「下請法」における下請事業者に該当し、法制度に守られていることを理解

➢ これらの知識と資料をもとに、自信を持って価格交渉に臨んだ

【成果】

• 取引先から、受注単価全体の底上げに応じてもらえた。

• さらに、今後時給などが再び見合わなくなった場合には、改めて相談に応じるとの
前向きな回答も得られた。
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製造業

2.価格転嫁成功事例

＜部品製造＞

ポイント

③価格の根拠を数
値で示す

④自信をもって交渉
する

⑤法制度等を積極
的に活用する



（９）原価管理を徹底し、単価200%に成功

【企業概要】

• 同社は、自動車や産業機械の部品塗装を請け負う塗装業者で、従業員数は20
名以下。仕上げ工程を担っており、特に外観品質に対する高い要求に応え続け
ている。大型・小型部品の両方に対応できる設備を保有し、県内外の幅広い業
界企業と取引している。

• 近年、塗装に必要な電気代・ガス代などのエネルギー費や労務費の上昇が収益
を圧迫し、原価低減の取り組みにも限界を感じていた。

【支援内容と取組】

• 同社は長野県よろず支援拠点に相談。助言に基づき以下のとおり交渉に臨んだ

➢ 電気代・ガス代・労務費などのコストを、作業実績に基づいて１品ごとに実際原価
として算出

➢ 原価を明示した資料を作成し、価格交渉を実施

➢ 併せて、県の支援機関による販路開拓支援を紹介され、取引先の拡大を進める
ことで価格交渉力の強化を図るよう助言を受けた

【成果】

• 取引先からの理解を得て、最大で受注単価200%アップの価格改定に成功。

• これにより、売上・利益ともに改善し、収益性の向上につながった。

14

製造業

2.価格転嫁成功事例

＜自動車部品等塗装＞

ポイント

③価格の根拠を数
値で示す

④自信をもって交渉
（交渉力をつける）

⑥支援機関を積極
的に活用する



（２）下請かけこみ寺

• 下請取引の適正化を目的に、国（中小企業庁）
が全国48か所に設置（長野県では公益財団法
人長野県産業振興機構）

• 業種を問わず、取引に関する相談をお受けし
（匿名相談可）、当該相談に対し、企業間取引や
下請代金法などに詳しい相談員や弁護士が無
料で相談に応じています。

• 相談内容はもちろん、相談を受けたこと自体も秘
密として取り扱います。

○長野県内の相談体制
窓口：公益財団法人長野県産業振興機構

（マーケティング支援部内）

TEL：0120-418-618
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（１）地域 価格転嫁サポート窓口

• 長野県は、県内10地域ごとに地域振興局を設置。
同局内の商工観光課に「地域 価格転嫁サポート
窓口」を開設しています。

• 価格交渉の検討や準備に役立つ支援制度、相
談窓口をまとめた広報ツールを活用し、商工団
体等と連携しながら、県内企業へ価格交渉を呼
びかけています。

【窓口のイメージ】

市町村

金融機関

商工団体

県内中小企業

連携

相
談

価格交渉の呼びかけ

地域 価格転嫁

サポート窓口

3.長野県内の価格転嫁支援の体制や取組、支援策

相 談 窓 口



（３）長野県よろず支援拠点
（実施機関：公益財団法人長野県産業振興機構）

• よろず支援拠点は、中小・小規模事業者の皆様からのあらゆる
経営相談に応じるため、国（中小企業庁）が全国47都道府県に
設置した無料の経営相談所。売上拡大や経営改善等の経営課
題の解決に向け、一歩踏み込んだ専門的な提案を行います。ま
た、課題解決のための適切な支援機関の紹介、課題に対応した
支援機関の相互連携をコーディネートします。

• 特に長野県では、「価格転嫁サポート窓口」に加え、価格転嫁促
進は大変重要との認識から、独自に「価格転嫁サポートチーム」
を結成。社会保険労務士、中小企業診断士等で、経営支援経
験が豊富なメンバーによる支援体制を構築しています。

• 組織対応により、「価格交渉ノウハウ」「原価管理」「労務管理」
「資金繰り」「マーケティング」など様々な角度からアドバイスが実
施でき、人員的にも迅速な相談体制であることが特徴です。

16

3.長野県内の価格転嫁支援の体制や取組、支援策

【チームでの相談対応の様子】

【金融機関向けの価格転嫁支援勉強会】

相 談 窓 口



（１）価格転嫁と賃上げを促し地域経済の活性化に取
り組む共同宣言（令和４年12月27日）

• 長野県では、経済団体・労働団体・行政機関11団体の連
名により、価格転嫁の機運を醸成するとともに、県内中小
企業、小規模事業者における賃金の引き上げを促し、サ
プライチェーン全体での共存共栄、利益の向上を図るこ
とを目的に共同宣言を発出しました。

• この共同宣言を踏まえ、長野県では各機関と連携し、企
業にとって価格転嫁交渉がしやすい機運醸成に取り組み
ます。
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【参考】長野県の取組への認知度

【関東経済産業局調査（2024年4月）】 【長野県調査（2025年4月）】

○県の取組への認知度は着実に増加しているものの、まだまだ低い。
一層の取組の強化と周知が必要

知っている

17.8%

知らない

82.2%

知っている

31.7%

知らない

68.3%

3.長野県内の価格転嫁支援の体制や取組、支援策

取組紹介



（２）価格交渉サポートセミナーの動画等の提供

• 価格転嫁促進アクションに基づき実施した「価格転嫁交渉サポートセミナー」の講演内容や、専門家によ
る価格転嫁の解説動画について、県HPへ掲載しています。

• お時間等の都合でセミナーへのご参加が難しい方に是非ご覧いただければ幸いです。

• URL：https://www.pref.nagano.lg.jp/keieishien/chusho_kakaku.html

【関東経済産業局適正取引推進課説明】 【専門家による説明】
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3.長野県内の価格転嫁支援の体制や取組、支援策

取組紹介

https://www.pref.nagano.lg.jp/keieishien/chusho_kakaku.html


（１）専門家派遣事業

【事業内容】

• 中小企業者等が抱える様々な経営上の問題に対し、
申請に応じて民間の専門家を派遣し、助言等により問
題の解決を図ります。

• 長野県産業振興機構に登録された200名超の専門家
から貴社に合った方を招へいできます。

• 特に価格転嫁促進において、新たな受注単価設定に
あたり助言を受けたい、交渉の進め方の助言を受けた
いといった場合にご活用ください。

【支援内容】

• 専門家の派遣に要する経費（16,500円（税込）/単位）
のうち、２分の１を負担します。
※一般枠の場合
※最大12単位まで

☞ 申込・お問い合わせは同事業のHPをご確認ください。

https://www.nice-o.or.jp/support/support-62087/
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3.長野県内の価格転嫁支援の体制や取組、支援策

支援施策

https://www.nice-o.or.jp/support/support-62087/


（２）副業・兼業人材活用支援事業補助金

【事業内容・支援内容】

• 長野県では、「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、
県内事業者の経営課題に応じて、当該課題を解決できる
副業・兼業人材を探索・紹介しています。

• 県内事業者が副業・兼業人材を活用する際の資金的な
ハードルが下がるよう、長野県では次の補助事業を実施
しています。

対象者：副業・兼業人材を活用する県内事業者

対象経費：活用に必要な報酬等

補助率：8/10、 上限額：50万円
※副業・兼業導入支援型の場合

• 人的余力や知見がなく、交渉資料が作成できない、交渉
を円滑に進める自信がなく、専門人材に一緒に行ってほ
しい、などの場合に活用ください。

☞申込・お問い合わせは同事業のHPをご確認ください。
https://www.nagano-pro.com/offer.html#subsidy
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3.長野県内の価格転嫁支援の体制や取組、支援策

支援施策

https://www.nagano-pro.com/offer.html#subsidy


■国の価格交渉・転嫁の支援ツール
（中小企業庁）

• 国では、価格交渉に活用できる各
種支援ツールをまとめています。

• URL:https://www.chusho.meti.g
o.jp/keiei/torihiki/shien_tool.ht
ml

• 次ページ以降で主なツールをご紹
介します。
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4.国の各種制度・支援施策

制度・支援ツール

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html


■労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（内閣官房、公正取引委員会）

• 令和５年11月29日付で発表。労務費の転嫁に関する発注者・受注者双方の行動指針を示しています。
発注者、受注者が採るべき行動/求められる行動を12の指針としてまとめ、「労務費の適切な転嫁に
向けた取組事例」、「留意すべき点」などを記載しています。
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• 特に労務費に関す
る価格転嫁交渉を
大いに後押しする
記載内容となって
います。

• URL:https://www
.jftc.go.jp/dk/gui
deline/unyoukiju
n/romuhitenka.ht
ml

4.国の各種制度・支援施策

制度・支援ツール

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html


■パートナシップ構築宣言（中小企業庁）

• 「発注者」の立場から「代表権のある者の名前」で、「(1)サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連
携」「(2)下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守」について宣言します。

• (2)では、取引適正化の重点5課題「①価格決定方法」「②型管理などのコスト負担」「③手形などの支払
条件」「④知的財産・ノウハウ」「⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ」について宣言します。

• URL：https://www.biz-partnership.jp/index.html
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4.国の各種制度・支援施策

制度・支援ツール

長野県では、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、
【パートナーシップ構築宣言】の宣言を推進しています。

https://www.biz-partnership.jp/index.html


■下請関連法の改正

• 公正取引委員会及び中小企業庁
は、令和７年３月11日「下請代金支
払遅延等防止法及び下請中小企
業振興法の一部を改正する法律
案」を提出。５月16日に国会で可決
されました。

• 中では、「対象取引において、代金
に関する協議に応じないことや、協
議において必要な説明又は情報の
提供をしないことによる、一方的な
代金の額の決定を禁止する。」とし
ています。

• 価格転嫁交渉に当たっての後押し
となる改正内容となっています。

• URL:https://www.jftc.go.jp/houd
ou/pressrelease/2025/may/2505
16_toritekiseiritsu.html
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4.国の各種制度・支援施策

制度・支援ツール

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/250516_toritekiseiritsu.html


■価格転嫁検討ツール
（独立行政法人中小企業基盤整備機構）

• 仕入れ・材料費や人件費、水道光熱費等のコ
スト増加分を価格に反映させたい中小企業･小
規模事業者の皆様がコスト高騰前と同水準の
利益を確保するために目指すべき取引価格を
検討できるシミュレーションツールです。

• 登録不要・無料でご利用いただけます。

• コスト高騰前と直近の決算書等をご用意いただ
き、次のURLへアクセスください。

• URL:https://kakakutenka.smrj.go.jp/kakaku
kentou/index.html
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4.国の各種制度・支援施策

制度・支援ツール

https://kakakutenka.smrj.go.jp/kakakukentou/index.html


■儲かる経営キヅク君
（独立行政法人中小企業基盤整備機構）

• 商品・取引先ごとの収支状況やコスト構造の変
化を可視化し、 将来、目標とする利益を確保
するために 目指す売上高や改善すべきコスト
の優先順位を明確にすることで、 価格転嫁の
目安や商品戦略、事業戦略等を検討すること
ができる シミュレーションツールです。

• 登録不要・無料でご利用いただけます。

• 次の資料を用意し、以下のURLへアクセスくだ
さい。

✓ 過去と現状の2期分の決算書

✓ 商品ごとの販売数量や売上、コストに関
する情報

• URL:https://kakakutenka.smrj.go.jp/mouka
ru/index.html
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4.国の各種制度・支援施策

制度・支援ツール

https://kakakutenka.smrj.go.jp/moukaru/index.html


（１）価格転嫁交渉サポートセミナー

• 公益財団法人長野県産業振興機構では、令和４年度から継続的に、価格転嫁を促すべくセミナーを開催
してきています。反響は大きく、毎回100～300名程度の参加者となっています。

• 更に、長野県では、令和７年３月から、「価格転嫁促進アクション」（後述）の一環として、長野県よろず支
援拠点や国等と連携し、県下各地で価格転嫁に関するセミナーを開催しました。
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開催日 会場 テーマ 講師 参加人数

R4.7.15
テクノプラザおか
や及びオンライン

「明日から活用できる価格交渉の
基本＆実践を学べる90分」

弥冨尚志氏（東京都中小企業
診断士協会中小企業診断士）

268

R4.12.9 オンライン
「価値組企業の価格交渉＝もっと
いい製品サ－ビスのために＝」

荒谷司聖氏（㈱プラスタス
パートナーズ代表取締役）

151

R5.7.13 オンライン
「価格転嫁・価格値上げ」交渉実践
のポイント

樋口武伸氏（ひぐち経営コン
サルタント 代表）

162

R6.7.9 オンライン

「労務費の適切な転嫁のための価格
交渉に関する指針」と「取引適正
化・価格転嫁促進に向けた取組、
「労務費や原材料費等の適切な転嫁
のための価格交渉実践ポイント」

川森敬太氏（中小企業庁事業
環境部取引課 総括補佐）
樋口武伸氏（ひぐち経営コン
サルタント 代表）

305

R7.3.24
4.17、5.15
5.20、6.4

オンライン、伊那、
上田、松本、長野
の県合同庁舎

価格転嫁交渉サポートセミナー

長野県よろず支援拠点コー
ディネーター、関東経済産業
局、独立行政法人中小企業基
盤整備機構

298

5.県のこれまでの取組状況と今後について

取組紹介



（２）価格転嫁促進アクション（重点期間：令和７年３月～６月）
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• 政府は、毎年３月を「価
格交渉促進月間」に位置
付けています。

• 長野県では本月間と歩
調を合わせて「価格転嫁
促進アクション」を実施。

• 地域ごとのサポート体制
による価格交渉の呼びか
け、価格交渉サポートセ
ミナーの開催、広報の強
化などに取り組みました。

5.県のこれまでの取組状況と今後について

取組紹介



（３）価格転嫁支援に係るポータルサイト

• 国や長野県の価格転嫁に関する各種支援策を
まとめたポータルサイトを開設しています。

• 次の情報を掲載しています。

✓ 価格転嫁交渉サポートセミナー

（R7.4～6）※実施済

✓ 価格転嫁促進アクション（R7.3～6）※実施済

✓ 価格転嫁に向けた支援施策一覧

✓ 価格転嫁に関する相談窓口

✓ 各種講習会・支援ツール

✓ 融資制度・販路開拓支援・補助金 等

• 今後も価格転嫁に関する情報提供やコンテンツ
をこちらにアップしていく予定です。

• URL：
https://www.pref.nagano.lg.jp/keieishien/chu
sho_kakaku.html
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5.県のこれまでの取組状況と今後について

取組紹介

https://www.pref.nagano.lg.jp/keieishien/chusho_kakaku.html


• 価格転嫁の流れは、製造業を中心に、着実に広がってきています。

• 一方、価格転嫁が出来た割合は、業種によってばらつきがみられます。

• 引き続き、全産業の価格転嫁を促進するとともに、業種ごとの取組も必要といえます。
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価格転嫁できた 価格転嫁しなかった、できなかった、交渉途中

5.県のこれまでの取組状況と今後について

（出典）「令和７年４月景気動向調査付帯調査」（長野県産業労働部）

【令和６年度の価格転嫁の現状】【コスト上昇に対し概ね何割程度価格転嫁できたか】
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5.県のこれまでの取組状況と今後について

（出典）「価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査結果」（中小企業庁）

• 特に、運送業、農業、広告等の分野での価格転嫁が進んでいない模様です。

• また、サプライチェーンの下層ほど、価格転嫁が進んでいません。こうした状況の改善に向けた取組が必要とい
えます。

【価格転嫁実施状況の業種別ランキング（下位5業種）】 【サプライチェーンの各段階での価格転嫁状況】



【お問い合わせ先】

長野県 産業労働部 経営・創業支援課

電話 ０２６－２３５－７１９５

FAX ０２６－２３５－７１９７

メールアドレス keieishien@pref.nagano.lg.jp


